
横浜市健康福祉局障害支援課

サービス種別 No. 内容 質問 回答

施設 1 総合支援法上の医師の配置と医療行為について
嘱託医を配置した事業所は、医療法上の医療提供施設には
該当しないと考えてよいか。

総合支援法上で医師の配置を求めているものについては、あく
までも「日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行う」ため
の医師となっており、その配置をもって医療提供施設であるとい
う判断はしておりません。

施設 2 総合支援法上の医師の配置と医療行為について
事業所に配置されている嘱託医が、事業所において、業とし
て診察や処置、検査などの医療を提供することは医療法上で
きないと考えてよいか。

医療提供を行う場合は、診療所開設の手続きが必要となり、そ
れについては健康福祉局医療安全課（045-671-3654）へご確
認をお願いします。診療所開設を検討される場合は、事業所内
のレイアウトを含めて健康福祉局障害支援課まで事前にご相談
ください。

施設 3 食事提供体制加算について
事業所において、厨房で調理した食事をペースト状にし、胃
ろうから注入した場合、食事提供体制加算は算定できるの
か。

食事提供体制加算の要件を満たし、事業所の責任において調
理された食事を提供している場合であって、看護職員等により
適切に胃ろうが行われている場合は、加算の算定は可能です。

施設 4 利用契約について 利用契約は、市町村の支給決定を受けて行うものか。
お見込の通り。なお、初回通所日（あるいはその前）までに利用
契約を行う必要があります。

施設 5 個別支援計画について 初回面談は利用開始前に行う必要があるか。 お見込の通り。

施設 6 個別支援計画について 個別支援計画の確認、署名はいつ行えばよいか。
支援は個別支援契約に基づいて提供されなくてはならないの
で、初回通所日（あるいはその前）までには、個別支援計画の説
明・確認を行い、同意の署名を得る必要があります。

施設 7 個別支援計画について
個別支援計画の初回作成の定義に関わる法令、通達はある
か。

初回作成の定義について具体的に記載したものはありません
が、個別支援計画の作成については、障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福
祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準
（平成十八年九月二十九日厚生労働省令第百七十一号）第58
条（他サービスも準用）を参照してください。

共同生活援助 8 医療連携体制加算について

１人の利用者に対して、医療連携体制加算Ⅰ・ⅡとⅤの両方
を同日に算定することは可能か。もし不可の場合、医師の指
示に基づいた訪問があった日のみⅠ・Ⅱ、その他の日はⅤ、
あるいは医師の指示に基づいた訪問がある利用者のみⅠ・
Ⅱ、その他の利用者はⅤという算定の仕方は可能か。

医療連携体制加算Ⅰ・ⅡとⅤの両方を同日に算定することは可
能です。
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